
１．継続事業の前提に関する注記

継続事業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況はない。

２．重要な会計方針

　（１）有価証券の評価基準及び評価方法について

満期保有目的の有価証券は償却原価法(定額法)によっている。

　（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法について

刊行物は総平均法による原価法によっている。

貸会議室提供の飲料は最終仕入原価法によっている。

　（３）固定資産の減価償却方法について

固定資産の減価償却資産は、法人税法に基づく定率法(一部定額法)を採用している。

　（４）引当金の計上基準について

退職給付引当金

期末現在の要支給額に基づいて計算している。

賞与引当金

職員に対しての賞与支出に充てるため、支給見込み額に基づき計上している。

　（５）リース取引の処理方法について

所有権移転外ファイナンス･リース取引

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法による。

　（６）消費税の会計処理について

消費税の会計処理は、税抜き方式を採用している。

３．会計方針の変更

該当なし。

４．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及び残高は次のとおりである。

(単位：円)

退 職 給 付 引 当 預 金 16,000,000 0 0 16,000,000

財 政 安 定 資 産 300,000,000 0 0 300,000,000

316,000,000 0 0 316,000,000

特定資産

科　　　目

財務諸表に対する注記

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高



５．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は次のとおりである。

(単位：円)

0 0 16,000,000

0 300,000,000 0

0 300,000,000 16,000,000

６. 担保に供している資産

該当なし。

７．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は次の通りである。

（単位：円)

76,265,102 18,274,471

175,509,873 13,717,423

917,995 5

16,008,454 5,191,546

20,924,040 874,778

- 1,000,000

- 393,019,224

1,048,166 45,834

- 1,409,084

290,673,630 433,532,365

８. 実施事業資産は次の通りである。

（単位：円)

９．貸倒引当金を直接控除した債権金額、当期末残高

該当なし。

電 話 加 入 権

未 収 金

棚 卸 資 産

航 空 資 料

科　　目

１．流動資産

（うち負債に

対応する額）

（うち指定正味財産

からの充当額)

（うち一般正味財産

からの充当額)

土 地

ソ フ ト ウ ェ ア

構 築 物

工 具 器 具 備 品

合　　　計

94,539,573

189,227,296

918,000

21,200,000

21,798,818

1,409,084

724,205,995

1,000,000

393,019,224

1,094,000

建 物

建 物 附 属 設 備

機 械 装 置

航 空 資 料

科目

科目 減価償却累計額 当期末残高

当期末残高

16,000,000

300,000,000

316,000,000

取得価格

特定資産

退 職 給 付 引 当 預 金

財 政 安 定 資 産

合　　　計

航空遺産継承

当期末残高

49,099

1,416,396

1,000,000

2,534,135

前 払 金 68,640

合　　　計

２．固定資産



１０． 保証債務等の偶発債務

該当なし

１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益

該当なし。

１２. 補助金の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は次の通りである。

受取地方公共団体助成金

１３. 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は次の通りである。

（単位：円)

経常収益への振替額

　規程に基づき支出した振替額

　基本覚書に基づき支出した振替額

　補助金等の支出による振替額

１４． 関連当事者との取引の内容

該当なし。

１５. 重要な後発事項

特になし。

１６．その他

特になし。

45,504,335

合　　　計

299,500

49,000,736

振替額

3,196,901

受取補助金等

科　　目

航空遺産継承事業収益

発着調整事業収益

補助金等の名称
前期末

残高
交　付　者

東京都微量PCB廃棄

物処理支援事業助成
東京都 0

当期

増加額

当期

減少額

299,500 299,500 0

（単位：円)

貸借対照表の

記載区分

当期末

残高

-


